
【評価対象年度　　2024年度】

公の施設の指定管理者管理運営状況評価結果
１．基本情報

(１)管理施設

施設名 町田市大地沢自然交流サイト

施設概要

【所在地】 町田市相原町5307番地2
【開設年】1978年（昭和53年）
【休館日】第1・第3火曜日及び祝日の翌日（夏休み、春休み期間を除く）、年末年始
【延床面積】4,424.96㎡
【施設内容】
（1）本館（RC造）　宿泊室兼多目的室（6室）、和室（2室）、ホール、食堂・調理室、大浴場・小浴場 他
（2）研修棟（RC造）　研修室、レクリエーションホール　他
（3）キャビン（木造）　全7棟（8室）
（4）その他　工芸室、野外炊事場、テントサイト、屋外トイレ　他

施設ホームページURL https://www.naturefactory-machida.com/

(２)指定管理者

指定管理者名
特定非営利活動法人国際自然大学校、日本メックス株式会社
＜大地沢魅力づくり協働体＞

法人番号 なし

設置目的
恵まれた自然環境の中での遊び、体験活動等を通じて、市民の福祉・心身の健康の増進を図るた
め。

設置根拠法令・条例 町田市大地沢自然交流サイト条例、町田市大地沢自然交流サイト施行規則

所管部課 子ども生活部児童青少年課 問合せ先 042-724-4097

利用料金制 □該当　　　■併用　　　□非該当 選考方法 　■公募　　　　　　□非公募

２．選定時の提案内容

指定管理者所在地 （代表団体　特定非営利活動法人国際自然大学校）東京都狛江市岩戸北四丁目17番11号

指定期間 2023年4月1日～2028年3月31日

指定管理業務の内容

【管理運営業務】　・施設等の利用承認等に関する業務　・宿泊体験等に関する業務　・指定講座　・
来館した方々への案内や休憩場所の提供等に関する業務
【維持管理業務】　・保守管理　・建物・設備の維持管理業務　・保安警備業務　・植栽等管理業務　・
記録の保管　・関係書類の保管　・施設等の変更及び原状回復　・施設の損傷及び亡失の報告　・自
主事業

利用者の利便性向上のためのサービ
スの拡充

施設および実施事業のPR活動の実施

体験プログラムの拡充

提案内容（目標値など） 達成時期

毎年度

毎年度

毎年度

達成状況

2023年度18件、468人の参加者数に対し、2024度は81件、1,430
人の参加者数であった。キャンドルファイヤー用燭台を提供開
始。

・町田市内イベントに年間5件の出店（7/28ぱお夏祭り、8/8ぱお
夏イベント、9/9町田市役所相原展、10/26版画美術館ゆうゆう
祭り、3/8大戸緑地春開きDAY）
・インスタグラムにて、年間250件を超えるフィード・ストーリーズ
を投稿。フォロアー数1,242人。
・インターネットサイト「いこーよ」に事業情報を掲載

・事業申し込み方法に「こくちーず」を導入
・年間196日の運行バス稼働
・バーベキュー用木炭の販売
・キャンプチェア、焚き火台のレンタル開始
・選定時提案のあった「アレルギー対応も可能な朝食の販売」に
ついては未実施

３．昨年度の課題

内容
・利用者数（延べ人数）が「B」の評価だったことから、2024年度は40,200人以上（自己目標46,000人）
の「A」評価を目標とする
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【評価対象年度　　2024年度】

所管課総合所見(特筆
すべき点(Sの場合必
須)、提案内容の実現
状況、昨年度の課題
への対応等）

・選定時の提案内容については、「体験プログラムの拡充」及び「施設および実施事業のPR活動の実
施」は達成している。「利用者の利便性向上のためのサービスの拡充」については、提案時に記載の
あった「アレルギー対応も可能な朝食の販売」等実施していないものがあった。
・サービスの質については、「施設利用者満足度」、「主催事業参加者満足度」はそれぞれ99.1％、
97.0％と目標値を達成している。
・昨年度の課題である「利用者数」については42,485人と目標値には達しないものの、市の要求水準
を達成し高い水準である。
・履行状況及び財務・収支状況については、「施設の運営方針・管理方針」の項目における「市への
報告書類の提出」において、市から指導を行ったが、仕様書に定める報告期限より遅れた月が複数
回あったことから、要求水準を満たしていないと判断した。
以上を勘案し総合評価をCとした。

指定管理者所見（補
足説明・アピール・未
達成項目の改善策
等）

指定管理者制度導入の2年目として、ＳＮＳの活用による広報や事業の周知が進み、利用者数が前
年度比約6,000人増加した。
アンケート集計でも、99.1％の満足度があった。事業申し込み方法にインターネット予約を導入するな
ど、利便性が上がったことが要因と考えられる。同じくアンケートにおいて、利用頻度の内、「初めて」
と「年に1～2回」の回答が2023年度に比べ多くなっていることから、新規顧客の拡大とその利用者が
定着していることがうかがえる。
家族利用が32.3％と最も多く、使用場所も野外炊事場が372件と多いことから、家族でBBQなどを楽し
んでいる方が多いことがうかがえる。これらのことから、家族を対象とした野外炊事メニューの提案や
食材の提供、主催事業や体験プログラムの充実を図っていきたい。
・選定時の提案内容である「朝食提供の実現」が未達成である。今後、冷凍弁当や半調理品などの
販売提供も併せて検討する。

４．総合評価及び所見

総合評価 C 【総合評価基準】　A：良好である　B:要求水準達成　C：良好ではない
D：大きな課題がある　S：Aのうち実施内容が特に優れている
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【評価対象年度　　2024年度】

【利用者アンケート調査】

５．サービスの質に関する評価

調査概要

【調査期間】　2024年4月1日～2025年3月31日
【配布枚数】　953枚
【回収枚数】　858枚
【回収率】  90.0％
【調査方法】紙のアンケートをスタッフへの手渡しか、専用ボックスに投函する

指標１ 評価基準 目標 結果 評価

施設利用者満足度
Ａ：90％以上
Ｂ：80％以上～90％未満
Ｃ：80％未満

80% 99.1% A

目標値 80 80 80 85 85

指定期間内における実績（単位：％）

年度 2023 2024 2025 2026 2027

指標２ 評価基準 目標 結果 評価

実績値 98.8 99.1

年度 2023 2024 2025 2026 2027

利用者数（延べ人数）
Ａ：40,200人以上
Ｂ：26,800人以上40,199人以下
Ｃ：26,799人以下

46,000人 42,485人 A

指定期間内における実績（単位：人）

実績値 36,751 42,485

目標値 33,600 46,000 48,000 49,000 50,000

指定期間内における実績（単位：％）

年度 2023 2024 2025 2026 2027

指標３ 評価

主催事業参加者満足度
（指定講座及び自主事業）

Ａ：90％以上
Ｂ：80％以上～90％未満
Ｃ：80％未満

80% 97.0% A

評価基準 目標 結果

実績値 99.3 97.0

目標値 80 80 80 80 80

サービスの質に関する総合評価 所管課所見

A
「施設利用者満足度」、「主催事業参加者満足度」はそれぞれ99.1％、97.0％と目
標値を達成し、高い水準である。「利用者数」については42,485人と目標値を達成
していないものの、Aの評価基準を満たしている。
以上を勘案し総合評価をAとした。

【サービスの質に関する評価基準】　A：良好である　B:要求水準達成　C：良好ではない
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【評価対象年度　　2024年度】

６．業務履行状況の確認

（１）指定管理業務の履行状況の確認

大項目 小項目 要求水準 履行状況 適否

各種設備点検結果報告書にて、施
設の保守点検を仕様書に定める頻
度で実施していることを確認した。

適

平
等
利
用
の
確
保

利用者への平等な取扱
い

利用者層に応じた事業の提供
実績報告書にて、利用者層に応じ
た事業を提供していることを確認し
た、

適

施設情報等の発信
お便りや広報誌の配布又はＨＰ・メー
ル配信等での情報発信

適宜、施設情報等を発信していたこ
とをホームページ・SNSで確認し
た。

適

要
望
対
応

要望対応体制の整備 要望対応体制の構築
法人の苦情要望対応マニュアルに
て、適切な対応ルールを定めてい
ることを確認した。

適

要望窓口の周知
要望を受け付ける窓口の周知、意見
箱の設置等

実地調査にて、意見箱の設置及び
掲示にて要望を受け付ける窓口を
周知していることを確認した。

適

情
報
公
開
・
個
人
情
報
保

護

個人情報保護体制の整
備

個人情報保護体制の整備
法人の個人情報取扱規定及びマ
ニュアルにて、適切な管理体制を
整備していることを確認した。

適

書類保管
個人情報の適切な管理（施錠された
書棚での保存等）

施
設
の
運
営
方
針
・
管
理

方
針

運営方針・年間計画に基
づく事業の実施

事業計画に基づく事業の実施
事業計画書及び実績報告書にて、
計画に基づき事業を実施している
ことを確認した。

適

市への報告書類の提出 市への報告書類の提出
月次報告書の提出について、仕様
書に定める期間より遅れたことが9
回あった。

否

施設の点検・保全

実地調査にて、個人情報に関する
書類を施錠管理していることを確認
した。

適

情報公開体制の整備 情報公開体制の整備
情報公開規定にて、情報公開の体
制を整備していることを確認した。

適

業務仕様書に定める頻度での点検実
施

病気や事故に対する対応手順の整備
法人の安全管理・緊急時対応マ
ニュアルにて、適切な対応手順を
整備していることを確認した。

適

人
的
安
定
性

職員の適切な配置 仕様書に基づく配置

勤務表にて、職員配置基準を満た
していることを確認した。また、防火
管理者専任届出書にて、防火管理
者の配置を確認した。

適

職員研修の実施 職員全員の研修の受講

危
機
管
理

緊急時・災害時に備えた
体制の整備

緊急時・災害時対応体制の整備
法人の安全管理・緊急時対応マ
ニュアルにて、適切な対応手順を
整備していることを確認した。

適

避難訓練の実施 火災、地震等に関する訓練の実施
自衛消防訓練実施書にて訓練を実
施したことを確認した。

適

利用者の病気や事故に
対する備え

研修リストにて、職員全員が研修を
受講していることを確認した。

適

適

地
域
貢
献

地元団体との連携 地元団体との積極的な情報交換
実績報告書にて、近隣の子どもセ
ンター等と連携を図っていることを
確認した。

適

市民雇用及び市内業者
からの調達

町田市民の雇用又は市内業者からの
調達

職員調書にて、市民雇用率が
43.5％であることを確認した。また、
実績報告書にて、物品・役務を市
内業者から調達していることを確認
した。

適

管
理
経
費
の
縮
減

計画的な執行 管理経費の適切な執行
事業収支決算書にて、概ね適切に
執行していることを確認した。

適

管理運営経費の縮減 経費の削減又は取組み

ヒアリングにより、単価の安い電力
会社を選定していることや、消耗品
の一括購入、裏紙の活用等を実施
していることを確認した。
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【評価対象年度　　2024年度】

大項目 小項目 要求水準 モニタリング結果 適否

（２）業務実施体制の確認

業務履行状況の確認結果（適否） 所管課所見

否

指定管理業務の履行状況の確認における市への報告書類の提出の項目につい
て、仕様書に定める報告期限を遵守できなかった月が9回あった。市から報告期限
を遵守するよう指導したが、改善されなかったため、否と判断した。
会計・経理モニタリング、労働条件モニタリングはいずれも全ての確認事項が「適」
であった。

７．財務・収支状況の確認

（１）公の施設に係る収支 単位：千円

そ
の
他

モ
ニ
タ
リ
ン
グ

会計・経理モニタリング
会計・経理実施状況チェックシートの
全ての確認項目が「適」である。

2024年10月17日にモニタリングを
実施し、全ての確認事項で「適」で
あることを確認した。

適

労働条件モニタリング
労働条件チェックシートの全ての確認
項目が「適」である。

2024年10月17日にモニタリングを
実施し、全ての確認事項で「適」で
あることを確認した。

適

予算(当初) 予算(変更後) 決算

年度 2023 2024 2025

項目 予算(当初) 予算(変更後) 決算

収
入

指定管理料 97,500 109,647 109,647 97,500

予算(当初) 予算(変更後) 決算

97,500 97,500

指定講座参加費 1,436 553 242 1,846 525 341

自主事業講座 663 395 277 853 735

97,500

利用料金 6,588 6,588 8,768 8,470 8,869 9,173 9,411

2,544

その他 154 462 100 198 0 85 220

利用者サービス事業 385 385 762 495 530 1,065 550

26,978 33,726人件費 33,726 29,145 24,805

688 948

管理運営費 57,335 73,162 68,519 59,080 63,824

108,159 108,852 111,173

71,230 60,401

計 106,726 118,030 119,796 109,362

33,726 29,145

270 1,894

その他 13,291 14,390 13,666 13,503 13,452 15,879 13,654

指定講座事業費 1,326 553 244 1,705 472

利用者サービス事業費 1,658 1,658 230 203 160 413 225

自主事業講座事業費 437 316 80 561 381 225 623

計 107,773 119,224 107,544 108,778 107,434

0

年度 2026 2027

114,995 110,523

総計（収入-支出） -1,047 -1,194 12,252 584 725

支
出

項目 予算(当初) 予算(変更後) 決算 予算(当初)

-6,143 650 0

97,500

予算(変更後) 決算

指定講座参加費 2,594 2,645

利用料金 9,599 9,788

自主事業講座 966 985

その他 224 228

計 111,444 111,718

利用者サービス事業 561 572

収
入

指定管理料 97,500

指定講座事業費 1,932

管理運営費 60,583 60,766

人件費 33,726 33,726

その他 13,676 13,699

1,970

利用者サービス事業費 230 234

自主事業講座事業費 636 648

675

支
出

計 110,783 111,043

0 0総計（収入-支出） 661 0 0
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【評価対象年度　　2024年度】

年度 2023 2024 2025 2026 2027

（２）指定管理者本部　※共同事業体の場合、原則として代表企業を記載する。 単位：％

【経常利益率（％）】経常利益　/　売上高　×　１００（小数点以下第2位を四捨五入）

【負債比率（％）】負債（他人資本）　/　資本（自己資本）　×　１００（小数点以下第2位を四捨五入）

財務状況に関する確認結果(適否) 所管課所見

適
指定管理事業は概ね適切な執行であり、安定的に運営できていた。
経常利益率はマイナスとなっておらず、負債比率も高い水準であるものの減少傾
向である(2020年度927.8％、2021年度803.4％、2022年度712.2％、2023年度
742.5％、2024年度621.5％)ことから、今後も施設運営が持続可能であると考える。

負債比率 742.5

0.8経常利益率 0.6

621.5
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